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はじめに

「私に法規担当が務まるでしょうか？」
そんな不安げなご相談をいただいたことがあります。赴任したばかり

で、職場に飛び交う専門的な言葉に戸惑われてのことでしょう。
でも、はっきり申し上げておきましょう。
「なれますとも」

皆さんはどちらの部署から法規担当部門へ異動されて来た方でしょう
か？　慣れない職場に、やはり不安を抱かれているのではないかと思い
ます。
確かに法規担当は、専門的な助言を行う立場として、庁内で頼りにさ

れることが多い仕事です。特に最近は、社会の複雑化により行政が解決
すべき課題が増えたため、法令の制定改廃が多くなっています。また、
地方分権の推進により、住民生活の維持向上のために自治体自らの判断
が必要な局面も少なくありません。
こうした自治体を巡る環境の変化の中、限られた時間で知識や技術を

習得することは、なかなか困難であるのが現状です。

「条例と法律の関係ってどうなっているのだろう？」「条文の作成っ
て、どのようにしたらよいのかな？」「相談を受けたら、どうやって対
応すればよいのだろう？」
本書では、実務に触れた方であれば誰もがぶつかる疑問にお答えする

とともに、日頃の仕事をしやすくする「コツ」と「ヒント」をちりばめ
ました。
最初から順に読み進めていただく必要はありません。まずは目次をご

覧いただき、興味を持たれたところから読み始めてみてください。
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登山でもいきなり高い山は登れません。本書では、頂を目指すための
「ルート」の提示に努めました。知識をより深めるためには、専門的な
技術書や解説書にも目を通していただけたらと思います。
「なんでだろう？」「どうしたらよいのかな？」は、仕事を覚えるため
の一番のモチベーションです。法規担当に赴任されたばかりの皆さん
は、絶好の機会にいらっしゃいます。

冒頭の質問をされた方には、身近で開催されている自主勉強会を紹介
させていただきました。「仲間を作ること」が、何より仕事の理解と励
みになると考えたからです。
本書があなたの力強い「仲間」になれたら、と思っています。

平成 26 年２月
� 塩浜克也
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例規の制定改廃の要因には、次のようなものがあります。
①国の法令改正に伴うもの（外発的なもの）
ⅰ）�税制、福祉、都市計画など全国的な制度の整備（法令から委任さ
れた事項の規定、法律に基づく機関の設置、国庫補助金の管理の
ための基金の設置なども含む）

ⅱ）法令の条項ずれ、法令における用語・名称の変更
②自治体自らの発案によるもの（内発的なもの）
ⅰ）�空き家対策など政策的に新しい取組、使用料など既存の制度の見
直し

ⅱ）条例の条項ずれ
例規の制定改廃はこれらに基づいて行うことになりますが、①につい

ては、施行期日が国に決められてしまうため、限られた期間の中で対応
することになります。また、施行期日が政令で決まる場合には、施行期
日がいつになるかわからないために苦慮することもあります。

例規審査の工程は、自治体によってさまざまと思われます。原課と法
規担当だけで完成させるところもあれば、庁内の審査会を経るところも
あるでしょう。また、議案の印刷を、庁内の簡易印刷機で行うところ
と、外注するところとでも、日程に違いがあるでしょう。
共通していえることは、施行期日から逆算してスケジュールを立てる

◎…例規の制定改廃の
流れ

例規の制定改廃の要因

例規審査の工程�
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ことと、準備に要する時間を見込むことです。

①条例
条例は、議会で審議の上可決されることが必要ですので、その制定改

廃にあたっては、議会の日程を念頭において対処することになります。
条例案の策定は、基本的に、定例会の２〜３か月ほど前から準備が必要
です。
おおよその例をあげると、
前々月……条例原案提出の告知、受付、審査
前　月……審査（続き）、条例案確定、議会引き渡し
開催月……議会上程、審議、（可決されれば）公布

という流れであり、これを四半期ごとに繰り返すことになります。
政策的に大きな案件においては、審議会への諮問やパブリックコメン

トの実施などを経るものもあります。また、罰則（刑事罰）を設ける案
件は、検察庁との協議が求められます。そうしたものにあっては、通常
のものよりもさらに長期的なスケジュール設定が必要になります。
なお、条例案の審査では、着手してみたら思いのほか難しい、という

ことがありますので、注意（用心）が必要です。
②規則等
規則等は、長等の執行機関により制定が可能なので、条例とは異な

り、議会の開催予定には必ずしも左右されません。
とはいえ、条例施行規則の場合は、根拠となる条例の制定の動向に影

響を受けます。また、法令改正に伴うものにあっては、施行期日との関
係で、タイトなスケジュールで取り組まなければいけない場合もありま
す。政省令の制定が施行期日の直前になる場合がありますので、自治体
が十分な準備期間を設けることが難しい事例も少なくありません。

スケジュールの立て方
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自治体は、行政目的を達成するために、特定の者に対して金銭の給付
を行うことがあります。そのような事業の実施に関し、公平性と透明性
を明らかにするため、給付の対象やその内容などについて明文化したも
のが給付規定です。
給付自体は、住民に対しその権利を制限したり義務を課したりするも

のではないため、条例で定めなければいけないものではありません。多
くは、規則や要綱の形式でその内容が定められています。

法規担当が給付規定に関し審査する場合は、次のような点に注意が必
要です。
①給付の必要性
まず、給付の必要性の有無について、立案上十分に検討されているか

を確認しなければいけません。
自治体の厳しい財政状況の中で財源は限られています。給付という手

段が妥当であるか、また、その旨を住民に対して説明できるかについ
て、原課から十分にヒアリングを行う必要があります。
②給付の具体的内容
次に、「誰に対して（支給対象者）」「どのような場合に（支給要件）」

「いくら支給するか（支給額）」が適切に規定されているかを確認します。
特に、支給要件や支給額については、その妥当性や公平性、財政的な

◎…給付規定

給付規定とは

給付規定のチェックポイント
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実現可能性などの点から検討が行われているかを確認するとともに、そ
れらについて条文中に疑義が生じることがないよう規定されているか注
意を払う必要があります。
③適用時点
給付規定を設ける際は、解釈に紛れが生じることを防ぐため、適用時

点は明確にしなければいけません。
特定の事業を推進するための誘導的施策として補助金を交付する場合

は、給付事業の開始以降の適用が一般的です。
一方で、一定期間を経過して還付不能になった納税額の相当額など、

補償的な性格を持つ給付に関しては、遡って適用されます。
なお、補助金の交付が年度途中から開始されたような場合は、すでに

対象事業を実施してしまった者との公平性の観点から、適用を一定期間
遡ることがあります。
④給付の方法
給付の方法として、その給付の目的に最も適合する手法が選択されて

いるかも確認しなければいけません。
例えば、産業振興を目的とする場合、補助金の交付によるほか、対象

者が金融機関から借り入れた借入金の利子に対し利子補給を行う方法も
あります。
また、福祉関係では、給付対象者が支払った額に対して支出を行う

「償還払い」の手法のほか、給付対象者が供与を受けたサービスに関
し、当該サービスを提供した事業者等に支出を行う「現物給付」の手法
があります。現物給付を行う場合は、制度の円滑な運用を図るため、関
係各機関と調整が必要です。
⑤給付の手続
給付に関する具体的な手続として、給付の対象者からの申請や、それ

に対する決定の手順、関係書類の様式などについても規定が必要です。
対象となる事業の性格ごとに、その内容の検討を行わなければいけませ
ん。
補助金の支給手続には、対象事業の終了後に一括して給付を行う手法

のほか、あらかじめ事業規模から見積もった額を支給し、対象事業の終
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改め文を書き起こすにあたっては、どのように書くべきか迷うことが
あります。

改め文によって字句の置き換えが成立するかどうかでいえば、どちら
の書き方でもかまいません。しかし、「読点は、続く字句があるとき、
その前に付されるもの」というルールがあります。それを前提にする
と、①の方式は不自然ということになります。それゆえ、②の方式かと
悩んでしまいます。より適切なのは、どちらでしょうか。

迷ったときの判断方法の1つに、仮説－検証という考え方がありま
す。

◎…改め文に 
迷ったときは

どのように書くのが正しいか

例題
次のような改正をする場合、改め文はどのようになるか。
「第○条　A、B又は C……」→「第○条　B又は C……」
①　第○条中「A、」を削る。
②　第○条中「A、B」を「B」に改める。

迷ったときは
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それでは、用例を探してみましょう。改め文のお手本は、何といって
も法律です。衆議院のウェブサイトで検索することにします。
トップページの右肩に「詳細な検索」がありますので、その画面に行

き、ステップ1．検索範囲には、制定法律を選択し、ステップ2．キー
ワードには、、」を削る。　平成  を与えて検索します（「平成」を与え
るのは件数を絞るための工夫です）。
検索結果をいくつか見ていくと、次のようなものがありました。

これが先頭の字句を改めるものかどうか、新旧対照表で確認します。
法案の新旧対照表は、通常、各省（この場合は法務省）のウェブサイト
で公開されていますので、それを見てみます。

仮説
「A、」を削る。という書き方でよい。（簡潔な方式を許容）
検証方法
仮説が正しければ、用例（そのような改正法案）が存在するはずであ
る。

制定法律　刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律
法律第 26 号（平 22・4・27）

（刑法の一部改正）
第1条　刑法（明治 40 年法律第 45 号）の一部を次のように改正する。
（中略）
第 34 条第1項中「死刑、」を削る。
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